
－31－

はじめに

法の支配と司法権の独立は近代政治原理として欠くこ

とができない原理である。ブリテンはこのような法思想

をいちはやく発展させ、法制度として統治構造に導入し、

18世紀初頭にはすでにこの原理を確立させていたと言

われている１）。モンテスキューがブリテンの国制を観察

して、「裁判権力が立法権力や執行権力と分離されてい

なければ、自由はやはり存在しない。もしこの権力が立

法権力と結合されれば、公民の生命と自由に関する権力

は恣意的となろう。なぜなら、裁判役が立法者となるか

らである。もしこの権力が執行権力と結合されれば、裁

判役は圧政者の力をもちうるだろう」（『法の精神』、

1748年、岩波文庫、上巻、292頁）と、ブリテンの法制

度の特徴を指摘したことはよく知られている。そしてこ

のモンテスキューの理解が、ブリテン人に自分たちの法

制度（を含む統治原理）の特徴を教え、またそれに自信

を抱かせたのである。したがって本稿で扱う18世紀後

期ブリテンにおいては、すでに法の支配と司法権の独立

は、争う余地のない政治原理として認められていたと言

うことができる２）。だが彼らブリテン人が、この政治原

理がブリテン以外の国においても適用しうる普遍的な原

理だと考えていたかどうかは、別問題である。

本稿で取り上げるエドマンド・バーク（Edmund

Burke, 1729-1797）を中心としたインド統治における司

法行政の展開は、この点の理解に貢献するだろう。18

世紀後期はまさにブリテンがインドをその帝国の一部へ

と包摂した時代に当たる。本稿ではバークと、彼と対立

したウォーレン・ヘースティングズ（Warren Hastings,

1732-1818）のインド司法行政をめぐる対立を取り扱う

ことで、バークがブリテンの法に関する政治原理をイン

ドにも適用できると考えていたのかどうか、またそれは

どのように可能だと考えていたのかを明らかにすること

を目的とする。バークはブリテン下院議員を務め、同時

代の下院議員のなかでもとりわけ大きくインド統治（東

インド会社の不正統治）を問題として取り上げた人物で

ある。また対するヘースティングズは、東インド会社の

ベンガル初代総督として、インドの司法行政を実際に執

り行った人物である。それゆえ、バークとヘースティン

グズはそれぞれ拠って立つ立場が大きく異なっている。

ヘースティングズは実務者であり、インドにあってイン

ドの司法行政について論じたのに対し、バークはインド

から遠く離れたブリテンで、不十分で時に党派的偏向の

ある情報をもとに、政治家としてこの議論に参加したの

である。もとよりそれぞれの立場によってその主張が大

きく異なるのは明らかであるが、本稿はどちらの主張が

インドの実態により適合的であり、現実味をもっていた

かについては問題としない。そうではなくて、両者の主

張にある思想的な特徴を取り出し、とりわけバークが帝

国内部においてもブリテン的な法の運用が適用可能だと

信じていたかどうかを問題とするものである。

両者はともに帝国を搾取の体系としてではなく、責務

の体系として理解していた。したがって東インド会社に

よるインドの実質支配によって、腐敗と不正がはびこり、
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インドの現地民がそれに苦しみ、それゆえ司法行政改革

が必要であるという点では共通の認識を持っていたので

ある。しかし実際に法を運用するにあたって、大きく二

つの点が問題になる。ひとつはここでいう法とは何を指

すのかという問題であり、もうひとつはどのようにそれ

を運用するのかという問題である。この二つの問題につ

いてのふたりの主張を分析することで、彼らがどれだけ

ブリテン的な思考枠組みでインドを見ていたのかを明ら

かにすることができるだろう。

そのため本稿は、まず第一節で、ブリテン帝国におい

てインド統治を事実上担った東インド会社とその司法行

政の展開を簡単に素描する。ムガール帝国から引き継い

だ司法行政と、ブリテンによって持ち込まれた司法行政

の二重体制による混乱が指摘されるだろう。続く第二節

では、先の司法行政の展開を受け、バークとヘースティ

ングズがインドの司法行政はどのような法によって運用

されるべきと考えていたのかを明らかにする。ここでは

両者の主張の類似点が強調されるだろう３）。最後の第三

節では、両者がどのように法が運営されるべきと考えて

いたのかを明らかにするために、ヘースティングズが

1770年代中期に構想した司法制度改革案と、1782年に

バークが中心となって取りまとめた下院特別委員会『第

一報告書』（First report）を中心に論じる。ここではバ

ークがヘースティングズをどのような意味で「専制的」

だと非難したのかが焦点となり、両者の相違は主として

司法権の独立をめぐる争いであると理解されるだろう。

以上の議論を通して、バークがブリテンの法の支配と司

法権の独立がインド統治にも適用できると考えていたと

結論づけられるだろう。

本論に入る前に、本研究と先行研究との関連について

簡単に確認しておきたい。上述のようなバークとヘース

ティングズの司法行政をめぐる論争は、すでにウィラン

によって言及されている４）。ウィランのそれは主として、

ヘースティングズが本国議会が定めた制定法、あるいは

後述する最高法院の命令に従わないことへのバークの非

難に着目するもので、ここから法の支配や権力の分立に

ついての両者の相違を見るものである（Whelan, p. 206）。

その意味で本研究は、ウィランの主張を基本的に支持す

るものだが、ウィランはバークとヘースティングズをそ

れぞれモラリスト、リアリストと位置づけることによっ

て、二人の類似点を見逃している上に、バークのインド

への言説をモラリズムへと還元することによって、バー

クのインドに対する観察や分析にある現実主義的な側面

を過小評価している。

加えてウィランはバークが現地の法や慣習の尊重を主

張している点を強調する一方で、ヘースティングズもま

たそれを重視していたことについては、若干、言及して

いるに過ぎない（ibid, p. 246）。本研究はヘースティン

グズもまた現地の法や慣習によって司法が行なわれるべ

きと考えていた点を強調することで、司法権の独立に対

する見解の相違をより鮮明に映し出すことができるだろ

う。そしてまたバークの『第一報告書』と、ヘースティ

ングズの1770年代中期の改革案を分析の俎上にあげて

いる点も、本研究の特徴である。この『第一報告書』に

ついて全集編者は、ヘースティングズがこのままベンガ

ル総督の座にとどまることは不適当であり、彼を解任す

る必要があるとのバークの確信を示すものであると指摘

している（W&S, V, p. 189）５）。確かにこの『第一報告書』

のなかで、初めて極めて明確なヘースティングズ批判が

展開されており、これは同年1782年末のヘースティン

グズ解任決議へのバークの賛成演説とそのまま結びつく

議論である。両者の激しい対立は1787年の弾劾裁判以

後だが、それに先立つ司法行政をめぐる両者の相違は、

バークのヘースティングズ批判の原点としても、十分に

検討する価値がある。

Ⅰ．東インド会社と司法行政の展開

１．領土支配者としての東インド会社

よく知られているように、イギリス東インド会社はエ

リザベス１世による特許状を得て、1600年に設立され

た。アジアでの独占貿易が認められた東インド会社は、

他のヨーロッパ諸国のそれと競合するアジア間交易によ

って栄えた一貿易会社に過ぎなかった。その性格が大き

く変わるのは1750年代から1785年にかけてであり、プ

ラッシーの戦いで勝利した東インド会社が、ムガール帝

国からディワーニ（Diwani）と呼ばれる官職を与えられ、

現地の徴税権を手に入れことに端を発する（1765年）。

つまり貿易会社に加えて統治者としての性格が加わった

のである６）。ただしこの変質が直ちに、恣意的統治や専

制主義的支配と結びつくわけではない。領土の支配は当

然、その土地とその土地に生きる人々への責務と一体の

関係にあったからである。歴史家トラバーズが述べるよ

うに、「1765年のムガール皇帝との盟約によって、東イ
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ンド会社はディワーニすなわちステワード卿の官位を得

たのだが、このため東インド会社は、新しい官位に帰属

するすべての義務をその社員が果たすよう拘束され、現

地のすべての法律、権利、慣例、慣習を遵守することに

なった」（Travers, p. 220）のである。

だが貿易会社に過ぎない東インド会社が、その義務を

果たすべく機能を持っていなかったとしても不思議では

ない。そして事実上の支配者でありながら、理論上はム

ガール帝国の家来であり、またブリテン本国との関係で

言えば、国王からの特許状によって、本国政府や議会の

干渉から守られていた点も初期東インド会社統治の特徴

であった。当初、東インド会社は、ディワーニ獲得によ

って得た権利を、東インド会社社員の利得の機会として

活用し、インドには圧政と腐敗が広がったとされる。こ

れに対し本国東インド会社と取締役会が、現地有力者か

らの「贈物」（Present）受け取り禁止の約款書を社員と

結び、直接徴税請負業の禁止を伝達するなどの対処をと

ったが７）、その規制策は有効に機能せず、不正は横行し

続けた。規制策をとるに十分な統治機構を東インド会社

はもっていなかったためである。したがって東インド会

社は事実上の統治者としてまず統治機構を整備すること

を迫られていたと言える。そしてその重要な装置が、す

でに十分に掌握していた軍事を別とすれば、司法制度と

徴税制度であった。両者は決して無関係なものではない。

正しく、効率的な徴税を行なうには、司法制度の確立が

不可欠だったからである８）。

こうして現地で統治機構の整備が進む一方、1770年

代に入って本国政府と議会による東インド会社への干渉

を正当化する議論が本格化し９）、債務に苦しむ東インド

会社への融資と引き換えに、1773年にノース規制法が

成立し10）、東インド会社がブリテン本国の管理下に置か

れ、インドは帝国の一部へと編入された。その後も東イ

ンド会社への規制と本国政府による監督権を強化する流

れが1770年代を通して進むことになる。

またインド統治を論じるにあたっては、ブリテン本国

と現地インドの心理的・地理的距離を考慮することなし

に議論できない。徐々に旅行者や商人による手記や旅行

記などによって、ブリテン本国にもインドについての理

解や知識が広がってはきていたが、未だ多くのブリテン

人にとってインドは未知の地域であり文化であり、野蛮

とさえ理解されていた。そしてロンドンからカルカッタ

まで航路で７ヶ月という距離は、ブリテン本国と現地イ

ンドとの間の円滑な意思疎通を妨げ、それゆえ共通認識

の形成を阻み、お互いに誤解や不信を招くことになっ

た。

このように東インド会社の多重的性格、迫られる統治

機構の整備、ブリテン本国との関係、心理的・地理的距

離が、インド統治を混乱させ、複雑化させていたのであ

る。以下で見る統治機構の要の一つである司法制度の再

建にも、そのことがよく表われている。

２．東インド会社による司法行政の展開

ここでは東インド会社が行なった司法行政の展開を、

東インド会社統治以前、統治直後、それから本国政府によ

る干渉後の３つに分けて簡単に整理し、第２節、第３節の

バークとヘースティングズの議論へとつなげたい。とりわ

け、インドの司法行政がどのような法律にもとづいてなさ

れるべきなのか、またそれはどのような機関によって担わ

れるべきなのかをめぐって、ブリテン本国と東インド会社

においてなされた議論を確認することとする。

１）東インド会社統治以前

歴史家メトカーフによれば、「ムガール帝国において

は、ムスリム支配者たちはイスラム法などに精通したウ

ラマー（イスラム神学者）を保護したばかりでなく、ム

スリム社会の倫理を指導し、人と神が合一する仲介役を

果たすスーフィー・シェイク（イスラム神秘主義の導師）

をも保護した。……他方、バラモンはすべての非ムスリ

ム支配者たちに保護され、サンスクリット聖典の儀式と

律法に精通し、数世紀にわたるスルターン時代に盛んに

なったバクティ信仰（献身的信仰）に重要な役割を果た

した」（メトカーフ、15頁）。このように支配王朝であ

るムガール帝国は、土着のヒンズーの宗教とその法を保

護し、それにもとづいて司法行政を行なっていたのであ

る。ムガール帝国の徴税官の職を指すディワーニがすべ

ての民事、歳入裁判を扱い、同じくムガール帝国の長官

を意味するナワブ（Nawab）の責任で刑事裁判が行なわ

れていた11）。

東インド会社が、事実上の支配者となって司法行政を

展開するのは、ムガール皇帝から徴税権を得た1765年か

らであるが、17世紀半ば以降には現地のブリテン人を対

象として、在外商館という限られた範囲ではあるが、何

らかのイギリス法を執行する裁判所が設置されてきた。

そして1726年の国王勅許によって、当時イングランドに
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存在したすべてのコモンローと制定法がインドの総裁管

区（Presidency）に導入された12）。ブリテン臣民に民法

を執行するために、行政長官が管轄する裁判所がボンベ

イ、マドラス、カルカッタに設置され、また軽い刑事事

件を扱うべく、知事と参事会に治安判事の権限が与えら

れたのである。このように東インド会社は、当初から行

政権と司法権を分立させておらず、後で詳述する最高法

院が設置される以前までこの状態が続くことになる。

２）東インド会社統治直後

このようにインドには、ムガール帝国下での裁判所と

東インド会社が管轄する裁判所が並立していたのだが、

前述したように東インド会社が1765年にディワーニと

なったことによって、東インド会社がこれまでムガール

帝国が行なっていた司法行政を行なうことになった。も

っとも1770年にベンガル飢饉が起こるまでは、これま

で同様に徴税、行政、裁判の業務を現地のインド人に任

せた二重体制を敷いていた。だが長年続いた戦争と飢饉

によって、ムガール帝国下の統治機構は崩壊したも同然

であった。だれもムガール皇帝の権威に従わず、彼らに

は人を裁く権限がないとさえ見られており、ベンガルは

無法地帯と化していたのである13）。現地インド人に代わ

って権限を与えられた東インド会社社員は、その職権を

用いて「贈物」の授受や強制的な取り立てを行い、私的

利益の拡大を計ったのである。こうしたなか、東インド

会社によるインド統治機構の再建を担ったのが、ヘース

ティングズだった。この状態を改善するべく、彼は司法

制度の再建にあたって、ブリテン人を判事とし、ヒンズ

ー法学者とイスラム法学者の助言を得ながら、ヒンズー

法とイスラム法によって、司法行政を運営しようと考え

た。このようなヘースティングズの主張は、1772年に

司法改革としてまとめられ、従来の法制度を廃止の上、

新しく刑事、民事裁判所を設置したのである。

３）本国政府による干渉以後

先に触れたように、1770年代に入ると本国でもイン

ドへの注目が集まり、インドの司法行政の調査とその改

革が議論されるようになった。ヘースティングズによる

既存のムガール帝国下の司法制度を、東インド会社によ

る新しい司法制度によって置き換えようとする試みとほ

ぼ同時期に、本国政府の干渉が行なわれたのである。

1772年、下院が組織した秘密委員会は、「既存の法制

度の活用や治安判事は、急速に拡大し、ベンガル奥地へ

と進出するブリテン人、ヨーロッパ人には不適当であり、

既存の裁判所は、特にイングランド法に精通していない

ために欠陥がある」（Travers, p. 182）と報告した。また

同年、東インド会社の実力者であり、帰国後、下院議員

となったスリヴァン・ローレンス（Laurence Sulivan）

は、「すべてのインド現地人をイギリスの正義の純粋な

泉へと誘う」（ibid）ことを目的として、現地民にもイ

ングランド法を適用させることを主張した14）。スリヴァ

ンの言うイングランド法のインド人への適用は多くの反

対にあい15）、イングランド法の適用はこれまでどおりブ

リテン臣民に限定されることになった。しかし、イング

ランド法の適用を限定するこの制度が厳格に運用されて

いたわけではない。イングランド法が現地民にまで適用

されているのではないかといった疑念は、後年まで続き、

イングランド法の適用禁止を求める動きが続くことにな

る16）。このように現地の司法行政が、イングランド法に

よるべきか、それとも現地の法によるべきかをめぐって

論争が続いたのである。

ブリテン本国によるインドの司法行政への直接的な干

渉は、翌年1773年のノース規制法にもとづいてベンガ

ルに設置された最高法院にはじまる。最高法院は現地の

行政権を司る総督と最高参事会から制度的に切り離され

ており、裁判官はブリテン国王によって任命されるもの

とされた。こうして部分的であれ、行政権と司法権の独

立が図られたのである。だが最高法院の設置を定めた制

定法は、最高法院が持つ権限、司法権の対象が十分に定

義できておらず曖昧であったため、その性格は中途半端

なものとなった。最高法院の独立は、裁判官のブリテン

国王による任命によって示されているにすぎず、彼らへ

の給与が東インド会社から支払われると制定法に明記さ

れた点に象徴されるように、司法権の独立を制度的に保

証する仕組みはなかったのである。最高法院の権限は不

明瞭であり、最高参事会との関係もまた定義できなかっ

た（Pandey, p. 38）。さらに最高法院の司法権は、すべ

てのブリテン臣民、東インド会社業務に直接的、間接的

に雇われる者、そしてインド人、ヨーロッパ人であるに

かかわらず、カルカッタの住民すべてに及ぶとされたが、

誰がブリテン臣民なのか、最高法院はどの法律によって

運用されるのかについても、制定法に記されなかった

（ibid, p. 36）。

こうしてムガール帝国から引き継いだ司法権を持つ東



－35－

バークとブリテン領インドの司法行政（苅谷）

インド会社と、十分な定義がないとはいえ、本国から与

えられた司法権を持つ最高法院と、インドには二つの司

法機関が混在することになった。現地の司法行政は混乱

し、両者は司法権の行使をめぐって衝突を繰り返した。

こうした事態に対して、最高法院初代主席裁判官である

インピー（Elijah Impey, 1732-1809）は、ヘースティン

グズとともに現地の司法制度を再構想することになる。

第三節であらためて検討するが、その一つの重要な計画

が、司法機能と準立法機能を併せ持ち、総督と最高参事

会と最高法院のメンバーで構成される Sadr Diwani

Adalat（上級民事裁判所）の設置構想だった。部分的と

はいえ、行政権、司法権、立法権の融合を目的とするこ

の改革案は、「野心的な計画」であり、イングランドの

「法制度に反するもの」であった（ibid, p. 126）。この改

革案は本国議会で法制化されるようイングランドに送付

されたが、ノース内閣らの注意をほとんど引かなかった

（ibid, p. 131）17）。

だが現地インドでは引き続き、東インド会社と最高法

院のあいだで調整が計られていた。ヘースティングズは

インピーとともに、1780年10月に東インド会社の下に

カルカッタにSadr Diwani Adalat裁判所を設置し、下級

裁判所への監督権という大きな権限を与え、「効率的で

よりよい」民事裁判を目指して、司法行政の一元化を目

指した（ibid, p. 196）。もっともこの裁判所には、1775

年の計画にあったような、準立法機能は与えられること

はなかった。だが、この裁判所の裁判官は、最高法院の

主席裁判官であるインピーが任命され、司法権の行政権

からの独立が制度化されないままに、現地の司法権はイ

ンピーのもとに集中したことになった。このヘースティ

ングズとインピーによる権力集中型の司法行政が現地の

ブリテン人の疑念を生じさせることになった。

東インド会社社員や私的商人から、最高法院は越権行

為を繰り返しているとの請願が本国議会に届いた。バー

クはこの請願を取り上げ、インドの司法行政を調査し、

改革に乗り出した。1781年に、最高法院の権限を縮小

し、参事会の権限を拡大するための法案が提出されたが、

この法案の起草にはバークが主導的な役割を果たしたと

言われている。この議論の詳細は後で取り上げるが、ベ

ンガル裁判所法が成立し、最高法院の権限と司法権の範

囲が明確にされた18）。またこのベンガル裁判所法よって

はじめて、現地民に彼らの法と慣習が保証されることが

明記された（Patra, p. 158）19）。本国では引き続き、権

限を明記することで権力を分立することが考えられてい

たのである。

以上、インドの司法行政を三つの期間に分けた上で、

この間の論争を、司法行政が拠るべき法と制度をめぐる

争いとして整理した。すなわちイングランド法かインド

法か、権力集中型か権力分立型かをめぐる論争が司法行

政の再建期に行なわれていたのである。続く第二節、第

三節では、この論争にバークとヘースティングズがどの

ように参加したのかを見ていくことにする。

Ⅱ．法の運用をめぐって

１．バークとヘースティングズのインドの理解

本節はバークとヘースティングズが、現地の司法行政

がどのような法によって運用されるべきと考えていたか

を明らかにすることを狙いとするが、その前に当時のブ

リテン人にとっての一般的なインド社会への理解を確認

しておきたい。

当時、ブリテンはすでに北アメリカと西インド諸島を

その帝国の一部へと包摂していた。だがこれら植民地と

インドは、以下の点で決定的に異なっていた。歴史家コ

ーンが指摘するように、「北アメリカで遭遇した現地民

は、すぐさま服従させられたり、移住させられたりする

か、そうでなければ殺害されたのであって、たとえ『先

住民』の問題が続けて存在したとしても、それは軍事的、

政治的問題であって、法律、行政上の新制度をほとんど

必要とするものではなかった」（Cohn, p. 57）という点

である。18世紀初頭にはすでに、植民地においてもイ

ングランドの制定法やコモンローが適用されると考えら

れていたのだが、北アメリカやカリブでは固有の法制度

がないか、あったとしてもそれほど発達していなかった

ため、イングランド法と衝突することがなかった20）。そ

れに対してインドは、彼らが何らかの固有の制度を持っ

ていることは明白だったため、植民地にイングランド法

をそのまま適用することは困難だった。しかも「何らか

の」という曖昧な表現でしか語り得ないほど、ブリテン

人はまだインドのことを十分に知らなかった。したがっ

てインドの司法行政は、インドの法律、慣例、制度を明

らかにする必要があったのである。

前節で、スリヴァンがイングランド法を現地に適用す

べきと考えていたことに触れたが、彼は東インド会社社

員として現地で長年暮らし、現地の法は腐敗していると
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考え、イングランド法によって正義を実現しようと考え

たのである。一方で、インドについて知らない多くのブ

リテン人にとっては、インドが古くからの法と慣習をも

ち、司法制度としてうまく機能していたといった主張は、

想像を超えるものであった。ブリテン人を含む一般的な

ヨーロッパ人にとって、インドはいまだ専制的支配によ

る停滞的社会だったのである。このようにインド社会を

どのように見るかということと、インドをその固有の法

に任せてよいのか、それともイングランド法を適用しな

ければならないのかという議論は、深く関連していたの

である。それゆえ簡単ではあるが、バークとヘースティ

ングズのインド社会への理解をまとめておきたい。

バークは現地を訪れることは一度もなかったが、東イ

ンド会社の統治に携わったフィリップ・フランシス、バ

ークの「従兄弟」ウィリアムス・バークといった個人的

な交友関係、そして J・Z・ホルウェルやW・ボルツを

はじめとする旅行者の見聞記21）、さらに現地の行政文書

の翻訳を通して、東インド会社とインドの実態を調査し、

インドに洗練された慣習、高度な文化と宗教と技術があ

ることを認め、その伝統的社会を高く評価した22）。そし

てバークはインドがヨーロッパと類似した社会であると

いう考えを発展させていったのである。

一方のヘースティングズは、すでに言及しているとお

り、東インド会社のベンガル知事、ベンガル総督として

インドを統治し、数多く改革に着手した人物である。バ

ークと同様にヘースティングズもまた、インドの文化に

高い敬意を払った。彼は17歳という若い年齢でインド

に渡り、東インド会社の書記官としてインドでの生活を

はじめた。彼はすぐにペルシア語を習得し、イスラムの

芸術や文学を趣味とした。その後、東インド会社の理事、

知事など重役へと昇進し、パトロンとして現地の文学や

宗教、法律文書の翻訳活動などを支援したのである23）。

この時代はインドをはじめアジアを訪れた旅行者の手

記や旅行記が出版され、徐々にこの地域に関する知識が

ヨーロッパに伝わり始めていたものの、依然としてアジ

アは怠惰で、停滞的で、専制主義的であるとの理解から

抜けきれてはいなかった。だが、以上見てきたとおり、

バークもヘースティングズもインドの高い文化や慣習を

認め、尊敬し、それに惹かれていたのである。ではふた

りはインドの司法行政が拠るべき法について、どのよう

に考えていたのだろうか。前節で見たように、本国議会

ではイングランド法を適用すべきか否かをめぐって論争

が繰り広げられていた。したがって以下では、当時の著

名なイングランド法の適用の議論を参考にしながら、バ

ークとヘースティングズがこの議論に対してどのような

意見を述べていたのかを中心に見ていくこととする。

２．イングランド法の適用をめぐって

現地の法を保存しそれにもとづいて司法行政を行なう

という主張は、複数の観点から擁護された。18世紀を

代表するイングランド法学者ブラックストン（William

Blackstone, 1723-1780）は、主著『イングランド法釈義』

（1765-9年）のなかで、「すでにそれ自体の法律を有する

ところの征服ないし割譲された国々については、国王は、

たしかに、それらの法律を改替し変更することができる。

しかし、国王が現実にそれらを変更するまでは、その国

の古来の法律は、異教徒の国の場合のように、神の法に

反するようなものであるのでなければ、存続するのであ

る」と主張した24）。ブラックストンは「神の法」との整

合性を問題にしたのである。したがって、「神の法に反

する」のであれば、イングランド法を適用してもよいと

の解釈を許すものでもあった。

前節でスリヴァンのイングランド法の適用が反対にあ

ったことを紹介したが、その反対者の一人ハリー・ヴェ

レルスト（Harry Verelst, 1734-1785）は、「ガンジス川

の土手に、十分に生育したオークの木を移植することが

夢想であるように、この島国の代々の判事と立法者の忍

耐強い苦労によって発達した法典のいかなる部分であっ

ても、ベンガルの習慣と融合するなんてこともまた夢想

でしかない」と主張した25）。彼はイングランド法を適用

することの、事実上の困難さを強調したということがで

きるだろう。

バークはスリヴァンが主張したイングランド法の適用

をめぐる議論には加わっていないが、最高法院がイング

ランド法をインドの現地民に適用しているのではないか

といった疑念に関連して、次のように述べている。

人民に課せられる法は、彼らの精神、気質、国制、習慣、習

俗に適したものでなければならない。ブリテンの自由な制度は

ブリテン人によって、正しくも、ヨーロッパにおいてもっとも

偉大で美しい政府だと考えられている。だがインド人も同じ表

現でこのブリテンの制度について語り、考えたりするのだろう

か。否。……人は彼ら自身が愛する法によって統治されなけれ

ばならない。……政府についての自由で平等な計画でさえ、自
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分たちの古い法律や古来の制度を持ち続けたい望む者にとって

は、専制的と見なされるのである。 (Bengal Judicature Bill,

1781, in W&S, V, pp. 140-141) 26）

バークがイングランド法の適用について、直接、言及

したものはこれだけにとどまるが、とはいえバークがそ

の適用に反対していたことを知るには十分なものであ

る。ハリーが適用の困難さを主張し、ブラックストンが

神の法との整合性を論じたのに対し、バークは法と人民

の気質や慣習との一致を強調している。バークにとって

法は、人民の気質や慣習から生じるものであり、バーク

がここで「古さ」といった言葉を用いているように、こ

の時間の経過が、人民の精神と法の調和の証明なのであ

る。したがって、当然、外部から持ち込まれる法は「古

さ」を欠き、それゆえ現地民の精神や慣習と調和するこ

とはないと考えていたのである。

このバークの主張は、コモン・ロー思想を下敷きにし

たものだと思われる。この思想によれば、コモン・ロー

は「共通の慣習であり、人民の慣例に起源を持ち、そし

て法廷において表明され、解釈され、適用される」

（Pocock, p. 209）ことで発展し、「すべての慣習が記憶

を超えて定義されている」（ibid）点に大きな特徴があ

った。バークはコモン・ロー思想にもとづきインド法の

正統性を擁護し、イングランド法の適用に反対したので

ある。

インドの司法行政の再建に直接、携わったヘースティ

ングズは、より多くの言説を残している。司法行政に携

わる以前に、インド研究者がまとめたベンガルについて

の書籍に「もっとも賢明でもっとも永続的な国家は、つ

ねに被征服国にこれまでどおりその国自身の法を残して

きた」との一文を寄せた27）。この主張がヘースティング

ズの司法行政にそのまま反映されることになる。「賢明」、

「永続」という言葉から推測が許されるように、ヘース

ティングズは統治機構の再建に携わる以前から、実務家、

行政家の視点から、現地の法の保護とそれにもとづく司

法行政を着想していたのである。彼はまた「もしヨーロ

ッパ人がインドの法を執行しなければならないとすれ

ば、インドの法を英語に翻訳し、権威あるテキストを制

定することによって、これまでどおりインドの法が利用

できるようにしなければならない」（Marshal 1973: p.

246）とも考えていた。実際、彼はパトロンとして現地

の法律の英語への翻訳を支援し、ムガール帝国がそうで

あったように、現地の法にもとづく司法行政を行なった

のである。

このように考えるヘースティングズが、イングランド

法の適用に反対するのは当然であった。彼は「ブリテン

人の関与がブリテン法の導入を意味するものであれば、

いかなる提案であれすべて反対」し、「インド人の理想

や習俗、気質と調和した伝統的なヒンズーの法やムスリ

ムの法に干渉することは、現実的でも望ましくもない」

と考えたのである（ibid）。ブリテン本国でイングラン

ド法の適用が議論されていた1772年10月に、ヘーステ

ィングズは同僚に宛てて「新しい司法、新しい法典が本

国で考案されている。原理上、我々の改革と全く正反対

の本国政府案は、この国の古に作られた法と方式の刷新

も同然である」と手紙を送った28）。彼は議会が「ベンガ

ルの現地人をイングランドの法に服従させようとしてい

る」点を恐れ、非難したのである29）。このようにヘース

ティングズのイングランド法の適用に反対する主張に

は、実務家、行政家としての視点が反映しているのであ

る。

以上、本節ではバークとヘースティングズのインド社

会への理解とともに、イングランド法の適用をめぐる議

論に関する二人の主張を検討した。そしてブラックスト

ン、ハリー、バーク、ヘースティングズ、それぞれの国

外へのイングランド法の適用をめぐる見解をまとめた。

もっとも彼らの主張は、もとよりそれぞれが排他的なも

のではなく、他の主張にも同意できるようなものではあ

ったと思われるが、それでもそこには彼らの立場や主張

が明確に表われていると言うことができる。

ブラックストンは「神の法」に反するものであれば、

国王の許可なしに変更可能であるとの理解を示したが、

インドに古来からの慣習と高い文化を認める二人は、イ

ンドは「神の法」に背くような法をもっていないと理解

した。そしてスリヴァンの言うイングランド法による司

法行政の展開には、両者とも明確に反対し、インドはイ

ンド人の法によって運用されなければならないと考えて

いたのである。次節では、ブリテンはこのインドの法を

どのように運営しなければならないと考えていたのかを

論じたい。
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Ⅲ．司法権の独立をめぐって

第一節で整理したように、インドの法によって司法行

政を運営するにしても、それを集権型権力によって運営

するか、それとも司法権の独立による分立型権力で運営

するのかをめぐって議論が分かれていた。そのなかです

でに両者の立場について若干触れてはいるが、二人の言

説をとりあげて分析を行なうこととする。本節で着眼す

るのは、最高法院は司法権の独立を守るべきか、それと

も現地の行政権と一体となって運用されるべきかという

論争である。バークがヘースティングズのどこを専制的

だと理解していたのかを明らかにすることが、本節の目

的を明らかにすることにつながるだろう。

１．権力の集中─ヘースティングズの主張

ヘースティングズの最高法院への理解をもっともよく

知る手がかりは、設置時における議論ではなく、最高法

院の設置後の1775年から1776年にかけてまとめられた

司法行政改革である。ヘースティングズ研究者のセンに

よれば30）、ヘースティングズの不満は、その当初からイ

ンドの事実上の統治者に十分な権限が与えられていない

ことに集中しており、彼の権限を定義し強化することを

求めていたのである（Sen, p. 62）。ノース卿に宛てた手

紙には「あまりに多く分割（too much divided）される

ことで、権限の有効性が失われる」と書き31）、権力の分

立がインド統治を妨げているとの認識を示した。

ムガール帝国から引き継いだ司法行政制度にはいまだ

腐敗がはびこっていると理解するヘースティングズは、

最高法院の権限が不十分である点を最も大きな問題だと

考えていた。センの指摘によれば、ヘースティングズは

「ベンガルの国制に障害があるために、ベンガル政府が

司法行政の義務を果たすことに失敗している」（ibid, p.

67）と認識していた。この障害が権限の不足であった。

例えば友人スリヴァンに送った手紙のなかで「最高法院

の権限が制限されていることが『この統治機構の欠点』」

だとし、ベンガル在住者のあいだに区別を設けることは

完全に『不合理で矛盾』していると不満を述べている32）。

つまりインドにおいて司法行政の義務を果たすには、最

高法院がインドの現地民すべてに司法権を行使できなけ

ればならないのであった。

ヘースティングズが構想する改革案をみることで、最

高法院への理解はより明瞭になるだろう。その最も重要

な柱が、ブリテン国王のインド主権の宣言であり、「制

限された司法権を持つ最高法院の背後で単なる象徴であ

るにすぎないブリテン国王を、名目上の統治者」（ibid,

p. 68）へと改革することであった。1776年のはじめに

ヘースティングズは、ノース卿に宛てて「最高法院は完

全な権威によって支えられ、武装されなければならない」

と記し33）、また本国の取締役会に対しても「あなたたち

の望みが、どんなにこの国の人々を、法と司法の確立し

た支配によって統治することであろうとも、我々はあえ

て表明しようではないか。主権によって認められないな

らば、どのような制度であってもどれだけ賢明であって

も、効果をもたらすことは不可能である」と主張したの

である34）。

ヘースティングズは、主権問題さえ解決すれば、最高

法院は主権の及ぶ範囲すべてにおいて司法権をもち、統

一化された司法行政制度への道が開かれると考えていた

（ibid, p. 70）。こうすることによって初めてベンガル政

府は、インドの司法行政の義務を果たすことができるの

であった。この義務が果たせるのであれば、その主体が

東インド会社であるか、それとも国王によって任命され

た裁判官であるかは、ヘースティングズのなかで重要で

ないのである。だが、この主張は完全にブリテン本国の

それと反するものであった。東インド会社を牽制する目

的で導入した、東インド会社から独立した最高法院とそ

の司法権は、ヘースティングズが構想するインド統治機

構のなかに完全に埋め込まれ、本国が目的とした牽制機

能を完全に失うからである。

ヘースティングズが構想する最高法院は、従来、別々

の主体によって運営されていた民事、刑事などの裁判所

を、この最高法院のもとで階層化させ、その司法権の及

ぶ範囲に総督や最高参事会なども含めるもので、本国の

高等法院王座部と同等か、あるいはそれ以上の地位を与

えるものであった（ibid）。たしかにこの意味ではヘー

スティングズの主張は、ブリテン領インド内部での司法

権の独立を目指すものだと言うことができる。だがブリ

テン本国とこの最高法院との関係をどのように構築すべ

きかという問題を残しており、ブリテン帝国に包摂され

たインドにあって司法権の独立がこのような形をとるべ

きか否かは、議論されるべき問題であった。

ヘースティングズは1775から1776年当時、もうひと

つの司法行政改革を考えていた。それはブリテン議会に

よる制定法の改正を必要とする最高法院とはちがって、
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少なくともヘースティングズの理解では東インド会社の

権限で改革できるSadr Diwani Adalat裁判所の新しい利

用法であった（ibid, p. 71）。この裁判所の特徴は、下級

裁判所の上訴裁判所としてだけではなく、最高法院の裁

判官、総督、最高参事会法のメンバーで構成され、法を

立案し制定する権限に加え、必要に応じて課税する権限

さえ与えられるものだった（ibid）。つまりこの裁判所

は司法機関であると同時に準立法機関であり、この構成

員を見ればわかるように司法権と行政権が融合していた

のである。彼はブリテン議会においてこの改革案が法制

化されるようノース卿に書簡を送ったが、本国の関心を

惹くことはなかった35）。だがヘースティングズはこの改

革の一部を1780年に本国の理解を得ないまま、実行に

移したのである。

この1780年に改革されたSadr Diwani Adalat裁判所を

批判したのが、バークであった。そのためこの裁判所の

詳細は、バークの主張とともに取り上げることとし、上

述のヘースティングズの主張をここでまとめておきた

い。ヘースティングズは最高法院を肯定的に理解したも

のの、ブリテン本国が意図した東インド会社を牽制する

機関としてではなく、ブリテン領インドの最高司法機関

として位置づけ直そうとした。ブリテン領インド内で司

法権の独立は考えられたものの、ブリテン帝国のなかで

彼の考える最高法院がどのように位置づけられることに

なるのかははっきりしないものであった。またヘーステ

ィングズが行なおうとしたSadr Diwani Adalat裁判所の

改革計画を見れば、本当に司法権を独立させることがで

きるのかも疑わしいとも言える。しかしここで確認すべ

きは、ヘースティングズが実効的統治のために集権型権

力の構築を試み、分立する司法行政制度を統合し、集権

的な運営を考えていた点である。では次にバークが司法

権の独立についてどのように理解していたのかを検討し

たい。

２．権力の分立─バークの主張

最高法院の設立を定めたノース規制法が本国議会で議

論されたのは1773年であるが、この設立の際の議論に

バークが加わった形跡はない。バークが最高法院をめぐ

る論争に参加したのは、第二節で検討したイングランド

法の適用と同様に、最高法院が実際に運用され、現地か

ら不満の声が届くようになった1780年である36）。1781

年にバークはインド問題に関する特別委員会に任命さ

れ、この強力な調査権限を使って、インドから帰国した

ばかりのブリテン人や東インド会社の行政文書を調査

し、東インド会社の実態を究明することになる。なかで

もバークの司法権の独立、最高法院に関する理解は、

1782年にまとめられた『第一報告書』にもっとも明瞭

に現れている。

この報告書は1780年にカルカッタに東インド会社に

よって設置されたSadr Diwani Adalat裁判所を調査した

ものだが、最高法院主席裁判官インピーが、このSadr

Diwani Adalat裁判所の裁判官に任命され、主席裁判官

の職と兼務した点を中心に取り上げたものである。全集

編者が解説するように、「東インド会社への独立した牽

制を目的とする国王の裁判官が、東インド会社から有給

職を受け入れ、東インド会社自身の裁判所の一つを管轄

することになった」（W&S, V, p. 145）のである。最高法

院の独立が、東インド会社によって侵害されたのではな

いか、との疑念を生んだのである。

このSadr Diwani Adalat裁判所には、既存の地方裁判

所を統括するために下級裁判所への監督権が与えられ

た。パンディーの指摘によれば、これまでインド人への

民事裁判は、地方参事会にまかされていたのだが、彼ら

は貿易、領土、徴税には関心を持っていたものの、裁判

には興味を示さなかった。彼らは「複雑なヒンズー法や

イスリムの法を理解することに、時間も興味も持ってい

なかった」（Pandey, p. 205）のであり、ヘースティング

ズの主要な目的はこの点を改善し、インド全域に法の支

配を徹底させるために、インドの司法行政を階層化する

ことにあった。ヘースティングズの関心に従えば、イン

ドにおいて最も法律の知識を持つインピーがその職務に

適しているのであり、東インド会社と最高法院の関係が

問われることはなかったのである。先に見た1770年代

中期の計画にあった準立法機能や三権を超えた権力構造

が作られたわけではないが、ここにはヘースティングズ

の実効的統治の発想に立った集権的権力の構想が明瞭に

反映されている。

バークがまとめた『第一報告書』は、Sadr Diwani

Adalat裁判所の設立目的やその設立根拠なども問題にし

ているが37）、その中心的な論点は、インピーの兼職によ

って、最高法院がもつ司法権の独立が侵害された点であ

る。バークは必ずしも論理的に、明瞭な形で主張してい

るわけではないが、このSadr Diwani Adalat裁判所への

批判から、バークがインドにおいて司法権の独立性が必
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要であると考えていたことが分かる。この報告書は６つ

の論点から構成されているが38）、本研究の目的に合わせ

て、バークが最高法院の独立、東インド会社との関係を

どのように理解していたかをまとめた上で、インピーの

兼職が司法権の独立の侵害にあたる理由を取り上がるこ

とにする。

１）最高法院の独立性

バークは最高法院が設立された当初に起きていた、ヘ

ースティングズとインピーの衝突をいくつか取り上げて

いる。これはそのまま行政権と司法権の対立として読む

ことができるが、衝突が生じるということは、少なくと

も最高法院が東インド会社に従属させられていない証拠

でもあった。例えばバークは、ヘースティングズが最高

法院からの令状に応ぜず、その不服従を正当化するため

の命令を公布し、その命令を軍事力で支えた例を挙げ

（First Report, W&S, V, p. 157）、インピーがこうした総

督と最高参事会の暴力的な行為について、閣内大臣に宛

てて不満を述べたことを取り上げている（ibid）。バー

クはヘースティングズによる司法権の侵害を問題にする

ことはあっても、こうした対立そのものが問題であると

は考えていなかった。むしろこの対立が、インピーの兼

職によって「調和」（harmony）する点を問題としたの

である（ibid, p. 162）。最高法院が東インド会社以外の

現地の司法行政にどのように関わることができるかにつ

いては、議論の余地ある問題ではあったが、バークは

「Sadr Diwani Adalat裁判所は権限の自由度そのものを手

に入れた。さらに大きな権限を手に入れるかもしれず、

また直接的にであれ間接的にであれ、地方裁判所にその

ような権限を与えようとする時に、最高法院（今やもっ

とも心もとない足場に立つ）は、この二つの裁判所のい

ずれの活動の権利にも疑問を発することもなかった」

（ibid, p. 156）と述べ、行政権と司法権が「調和」し、

最高法院が現地の司法行政を東インド会社の主導に任せ

た点を批判的に記述したのである。

バークにとって最高法院はあくまで東インド会社への

監督権を持つ存在でなければならなかった。バークはイ

ンピーがかつてよく言っていた言葉として「最高法院の

権限は参事会の個々のメンバーの活動だけでなく、参事

会としての集合的な活動にまで及ぶ」（ibid, p. 155）と

いう一節を紹介している。ここには最高法院が東インド

会社から独立して司法権を行使し、東インド会社の統治

権力そのものを法の下で統制しようとするインピーの意

思が明瞭に表われている。バークはインドの司法行政に

おいて、司法権の独立が必要であるとはっきり主張して

いるわけではない。だが司法権の独立を掲げてヘーステ

ィングズや東インド会社を追求したかつてのインピーの

奮闘を肯定的に記述している点から、バークもまたその

独立を強く求めていたと考えることができるだろう。

２）兼職による司法権の独立の侵害

すでに述べたようにバークがSadr Diwani Adalat裁判

所について問題としたのは、この裁判所そのものという

よりは、最高法院主席裁判官がSadr Diwani Adalat裁判

所の裁判官を兼務する点であった。バークはこの兼職に

よって司法権の独立が侵害されるとする理由をいくつか

挙げている。

ひとつはこのSadr Diwani Adalat裁判官の権限が定義

されていない点であった。バークの調査によれば、「こ

の任命と受諾について記された1780年10月18日の記録

には、権限と職権について定義されていない」（ibid, p.

153）が、実際に「この裁判所のあまりに抽象的な権限

が問われるとき、任命書で用いられた語句に頼ることに

なる。だがこの任用書はほとんどあるいは全くそれにつ

いて明確に表現していない。実際に権限が行使される際

に頼りとなるのは、立法者が公言した意図であり、その

意図を非常に広い意味で解釈することになるだろう」

（ibid, p. 154）とまとめている。インピーが任用を受諾

した際の言葉からも、「この職にあって彼がどのような

権限を行使し、行使しないのかを知ることは不可能であ

る」と述べ（ibid, p. 155）、双方が十分な定義を欠いて

いる点を問題とした。バークはこの裁判所の権限が十分

に定義されないことが、この制度の設計者であるヘース

ティングズの権限を高めることに繋がり、最高法院主席

裁判官でもあるインピーがヘースティングズに従属させ

られることにつながる点を危惧したのであった。

バークが兼職について懸念するもう一つの理由は、東

インド会社がSadr Diwani Adalat裁判所裁判官の給与の

支払いを握っている点である。「この裁判官に付随する

給与によって影響を受けるかもしれない」（ibid, p. 176）。

「国王によって任命された裁判官が、国王を頼りとする

ことは限定的となる一方……、東インド会社への依存、

もっと適切に言えば東インド会社従業員への依存は、無

限のものとなる。彼らの新しい公職［Sadr Diwani
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Adalat裁判所裁判官］に対して支払われる給与が増加す

るにつれて、この職に就く者は際限なく増え続けるだろ

う」（ibid, p. 177）と述べるように、東インド会社がも

つ富によって、国王の裁判官の独立という理念が揺らぐ

点を懸念したのである。

Sadr Diwani Adalat裁判所は制度的には最高法院と完

全に切り離されていた。だがこの二つの裁判所を、国王

と東インド会社という異なる主人を持つ裁判官が兼務す

ることによって、問題が生じるというのがバークの理解

であった。ひとつは設置者である東インド会社がSadr

Diwani Adalat裁判所裁判官への権限を持つことになり、

とりわけインピーの場合のように職権などの定義が曖昧

である場合には、東インド会社が強い権限を持ち続ける

という点であった。もうひとつは富によって国王の僕

（servant）が東インド会社の従業員（servant）へと変質

することへの懸念であった。どちらも東インド会社が管

轄するSadr Diwani Adalat裁判所のもとで、行政権と司

法権は集権し、実質的には行政権のもと司法権が従属す

る点をバークは問題としたのである。

このヘースティングズが構想するインピーの兼職によ

る集権型権力は、東インド会社統治にこれまでにない大

きな権限を与えるとバークは考えた。バークが引用する

ヘースティングズの断言はそれをよく表している。「記

録によればヘースティングズは、『地方裁判所が、最高

法院の主席裁判官（今やSadr Diwani Adalatの裁判官と

なった）による認可と直接のパトロネージのもとで行動

するときには、だれもあえて
．．．．．．

彼ら地方裁判所の活動に関

する権利について議論しないだろう
．．．．．．

』（強調はバーク自

身による＝筆者補）」（ibid, p. 156）。バークはこのヘー

スティングズの言葉の一部を斜体を入れて強調し、集権

型権力の司法行政が展開され、国王の裁判官の権威を借

りたこのヘースティングズの構想によって、誰もそれに

議論できない統治権力がインドに生じることを問題視し

たと言ってよい。このとき、東インド会社を牽制するた

めに作られた「最高法院がもつ統制のすべての法的権限

は、最良の場合でも危険なもの」（ibid）へと転化して

しまうのである。バークにとってヘースティングズのこ

うした集権型権力の構築は、「危険」であり、牽制する

権力がないという意味で「専制的」支配なのであった。

以上、本節では、ヘースティングズの1775から1776

年にかけての計画とバークの『第一報告書』を取り上げ、

最高法院の司法権の独立への両者の見解から、ふたりが

インドの司法行政がどのような制度によって運営される

べきだと考えていたかを明らかにしてきた。実務家、行

政家の立場にあるヘースティングズは、インドに有効な

司法行政制度を構築するために最高法院を役立てようと

考えた。最高法院が東インド会社への牽制を目的として

設立されたことを考えると、これは危険な試みであった。

一方バークは最高法院をあくまで東インド会社を牽制す

る手段として理解した。したがってヘースティングズの

構想は、司法権の独立を侵害した上に、その権威を用い

てさらなる集権的な司法行政を展開することになると批

判したのである。

むすびにかえて

本稿では東インド会社が事実上インドの統治者になっ

たことによって生じた司法行政の責務を、バークとヘー

スティングズがどのように果たそうと考えたのかについ

て考察してきた。ブリテン帝国にとってこれは新しい挑

戦であった。現地の司法行政はどの法によって運用され

るべきなのか、また本国と現地の間で司法権の独立は維

持されるべきなのかどうか、こうした新しい問いにバー

クとヘースティングズは挑んだのである。バークもヘー

スティングズもともに現地へのイングランド法の適用に

反対し、インドの法の適用を主張した。両者の決定的な

相違は司法行政をどのような仕組みで運営するのかとい

う点にあった。インドにおける司法権の独立性が実効的

統治のための集権型権力の構築と衝突したのであった。

以上の考察を通して得られた、本稿の問いに対する答え

は、バークはブリテン的な法思想を現地に持ち込むこと

ができ、それには本国から現地を牽制できる形で司法権

が独立していなければならないというものである。

より重要なのは、これらは帝国統治が必要とした新し

い思想でもあったと言う点である。現地の法や慣習を尊

重し、それにもとづいて司法行政を行なうという帝国的

発想は、ムガール帝国から継承したものでもあり、また

ローマ帝国に由来するとも言えそうである。だが一方の

司法権の独立性という考え方、また集中的な権力という

構想は、近代ヨーロッパ的あるいは近代ブリテン的な

「法」言説によるものかもしれない。

本研究の冒頭でモンテスキューを引用したが、18世

紀後期のブリテンの司法制度は、コモンロー裁判所と大
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権裁判所の二重構造に加えて海事裁判所など機能別諸裁

判所など多くの裁判所が林立していることを考えると、

バークやヘースティングズの主張は、ブリテンの司法制

度を通して単純にインドを観察したというよりは、モン

テスキューらの権力分立論を透過した議論であることが

わかる。

これまでバーク研究も含め多くのヨーロッパ政治思想

研究は、18世紀インドに起こった対立をアジア的支配

とヨーロッパ的支配の構図で捉えてきたが、バークとヘ

ースティングズの二人の相違を通して見ると、近代ヨー

ロッパが生んだ二つの思想の対立として読み返すことも

できそうである。そのためには、近代ヨーロッパで生じ

た「法」言説と国際法の発展を十分に検討した上で、そ

れらがいかに帝国思想と結びついたかを探求する必要が

あると考えられるが、この点については稿をあらためて

論じたい。

注

１）司法権の独立が最終的にイングランドで保証されたのは、

1701年の王位継承法による（Pandey, p. 1）。

２）イングランド法研究者のホルドワースは、次のように述べ

ている。「もし18世紀の法律家、政治家、あるいは哲学者が、

ブリテンの国制にもっとも特有な特徴は何かと尋ねられた

ら、異なる統治機関の権力の分立だと答えるだろう」

（Holdsworth, X, p. 713）。

３）センもまたバークとヘースティングズの類似性を指摘して

いる（Sen, p. 77）。後で言及するヘースティングズとともに

インドの司法行政の再建に直接携わったインピーもまた、

「インドの法と慣習を守り、統治権力の恣意的な行使を牽制

する点で、実際、インピーはバーク自身がまさに主張した原

理を実践しようと努めていた」（Pandey, p. xi）。つまり帝国

の責務を感じ、現地の法を重視しよう努めた点で、彼らは類

似していたのである。ただしそれをいかに実現するかをめぐ

って大きく対立し、バークは本国議会で両者の解任決議に賛

成することになる。

４）ウィランの本研究（『バークとインド　政治道徳と帝国』）

は、司法行政にのみ焦点を当てた研究ではない。ウィランは

本書冒頭で、「インドに関するバークの思想をできる限り体

系的に表し、それによって彼の政治理論全体をよりバランス

がとれ、完璧な解釈を行うことに貢献すること」（Whelan, p.

1）と述べているように、本書で扱われているテーマはイン

ドの専制と腐敗という広範囲にわたるものであり、ウィラン

は自然法に立脚したモラリストとしてバークを描き出してい

る（ibid, pp. 275-290）。したがってバークとヘースティング

ズの対立を、「政治的モラリズムと政治的リアリズムの原理

的対立を見ることになるし、それを評価することになるだろ

う」（ibid, p. 2）、「政治的道徳と帝国的リアリズムの間の対

立が、本書の中心的なテーマである」（ibid, p. 14）というよ

うに、モラリズムとリアリズムの争いと読み解くのである。

日本を代表するバーク研究者の岸本もまた、バークは「伝

統を常に価値の源泉としているわけではなく、伝統にも悪し

き伝統が有ることを承認し、伝統を超えてそれを相対化する

より高次の規範、すなわち自然法の存在を認めている」（岸

本、524頁）と述べるように、ウィランの解釈を支持してい

る。またバークの統治原理はしばしば「信託」概念で分析さ

れるが、その主要な論者の一人であるコニフは、統治者と被

治者の間に共有するものがないインドにおいてこの信託概念

を適用することには限界があったとしている。コニフもまた

バークはインドにおいては信託概念から自然法に転向したと

主張している（James, Conniff, The Useful Cobbler: Edmund

Burke and the Politics of Progress, State University of New

York Press, 1994, p. 148）。このようにウィランの解釈を支持

する研究者が多いが、この点についてなんらかの評価を行う

ことは、本研究の意図と範囲を大きく超えている。

５）近年、バークの伝記を上梓したロックもまた、「少なくと

も1782年３月までに、東インド会社による圧政に対してベ

ンガル前総督であるヘースティングズに幅広い責任があると

考えるようになった」（Lock 2006, pp. 62-63）と指摘してい

る。

６）東インド会社研究の権威である J・M・ホルツマンは、古

典的名著『イングランドにおけるネイボッブ』（The Nabobs

in England: A Study of the Returned Anglo-Indian, 1760-

1785, Columbia U.P. 1926）の冒頭で、「東インド会社はいや

いや不本意に帝国を作った。だがしだいに私的、商業的関心

をもつものから政治的行政代理業者へと変容した」と述べて

いる。東インド会社の矛盾する二つの性格（領土支配者と貿

易商社）については、Bowen, p. 105も参照。

７）「東インド会社がディワーニの称号を獲得したことに続い

て、その取締役たちは、ベンガルで起こっている行政、司法、

商業上の問題をすぐに改革しようと模索した。……しかしな

がら本国の大臣たちは帝国立法の活動や責任の新しい領域へ

と導くことを、願いもしなかったし考えもしなかった。帝国

の問題は、少なくとも基本的には、東インド会社の問題であ

って、ブリテン政府の問題ではないと考えられたのである」

（Bowen, p. 48）。具体的になされた制度改革については、

ibid, p. 84に詳しい。

８）とりわけ、統治機構の再建に携わったヘースティングズに

とって、司法改革の目的は徴税方法の確立と大きく関連して

いた（Marshall 2005, p. 203）。「正当な司法が財政収入と非常

に緊密な関連をもつ」（内田、280頁）のである。

９）議会介入の経緯については、Marshall 2005, p. 212に詳し

い。
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10）その主要な規制策は、東インド会社社員や取締役以外の者

も含めて構成される最高参事会をカルカッタに設置すること

であった。

11）ただし実際には、ディワーニやナワブが直接、裁判をおこ

なうことはほとんどなく、代理人によって執り行われた。

Pandey, pp. 20-21を参照。

12）Patra, p. 157, Pandey, p.27, Travers, p. 182を参照。

13）当時の司法制度がいかに崩壊していたかについては、

Pandey, p. 24に詳しい。

14）歴史家ボーエンは、「下院でのこの法案の審議は、すでに

彼ら自身で長い年月にわたり、十分に確立した法慣習や法の

観念をもつ社会に、イギリスの法を適用することについての

重要な疑問を提起した」（Bowen, p. 100）と指摘している。

15）A View of the Rise, Progress and Present State of the

English Government in Bengal (1772), p. 134. Marshall

2005, p. 201から再引用。

16）例えばボルトン・ロース（Boughton Rous）が行なった最

高法院への非難演説はその一つである。パンディーによれば

「最高法院がインド人の慣習や宗教的慣例を侵害していると

いう特に根拠のない主張に基づいていた」（Pandey, p. 174）

という。だがこうした根拠のない主張や現地への不信感が、

本国議会で議論の焦点となったことは、それ自身大きな意味

をもつ。ちなみに「ヘースティングズによって創設ないし整

備された東インド会社直轄の民・刑事の裁判所が……インド

古来の法律と慣習とを確認し、それにしたがって裁判をおこ

なう姿勢がとられることで出発したにもかかわらず、『法の

諸領域が、全体として、もっぱら、または、ほとんどもっぱ

ら、イギリス的になってしまった』とメーンをして断言させ

るようなイギリス法の支配の事態に立ちいってしまう」（内

田、283頁）とあるように、19世紀にいたるまでイングラン

ド法が持ち込まれつづけた。

17）もっともこれは司法権と行政権の融合が一笑に付されたた

めというよりは、当時、ブリテンがアメリカ独立問題に忙殺

されていたためである。ヘースティングズらの基本的な原理

が採用されるのは、1853年と後年である（Pandey, p. 127）。

18）Pandey, p. 207も参照。

19）このヒンズー教徒とイスラム教徒に対する彼らの法の保証

がマドラスとボンベイにまで拡大されるのは、1797年とやや

遅れる（Patra, p. 158）。

20）このような植民地の既存の法とイングランド法との間の衝

突が問題となったのは、七年戦争以後であり、インドの他に

はケベックの事例が挙げられるにすぎない。

21）ホルウェル『ベンガル地方とヒンドスタン帝国に関する興

味深い歴史的出来事』、W・ボルツ『インド事情についての

考察』。ただしバークの伝記を著したC・B・コーンによれ

ば、バークが所有したインド関係の文献は決して多くはなか

った（岸本、447頁）。

22）ブリテンを訪れ、礼拝の場に困っていたヒンズー教徒を自

宅に招くなど、バークのインド文化への関心の高さは、個人

的なエピソードからも裏付けできる。corr, IV, p. 368,や

Peter J. Stanlis (1999), Introduction, in The Best of Burke:

Selected Writings and Speeches of Edmund Burke, Peter J.

Stanlis ed, Regnery Pub.など。

23）ヘースティングズは秘密主義的なヒンズー教徒の説得に成

功し、彼らから直接、情報を手に入れ、その知識の編纂に成

功した（Marshal 1973: p. 250）。ヘースティングズのパトロ

ン活動が、その後のブリテンのインド理解に大きく貢献した

ことは疑い得ない。

24）Blackstone, Commentaries, I, p. 108. 内田、183頁から再引

用。

25）A View of the Rise, Progress and Present State of the

English Government in Bengal (1772), p. 134. Marshall

2005, p. 201から再引用。

26）Lock 1997, pp. 487-489を参照。この法案は下院を通過した

ものの、上院で「個人的感情に左右された議論であり、政治

的な利害によって生じた」との意見が出され、大きく修正さ

れ下院に審議が引き戻された。だが下院での再審議の際に、

バークの再反論は現存していない。

27）Vansittart, A Narrative of the Transactions in Bengal, p.

ii, 1763. Marshal 1973, p. 258から再引用。

28）Hastings to J. Dupre, Ft William, 8 October 1772, British

Library. Travers, p. 123から再引用。

29）Hastings to L. Sulivan, 11 November 1772, British Library.

Travers, p. 123から再引用。

30）センの本研究は、ヘースティングズの1775-76年の計画を

分析することによって、彼が商業団体が被治者に責任をもち、

慈悲深い統治を行なえるとは考えていなかったこと、それゆ

えインドをブリテン政府の直接的な支配下に置き、ブリテン

国王の主権を宣言することが必要だと考えていたことを明ら

かにしている。これは東インド会社にとって大変革を意味し、

とりわけ取締役会の政治的重要性を減じるものであり、反対

にあった。センはヘースティングズの帝国的ヴィジョンを知

る上で重要だと指摘している。

31）Hastings to Lord North, 2 April 1775, G. R. Gleig. ed,

Memoirs of the Life of the Right Honourable Warren

Hastings, I, p. 543. Sen. p. 63から再引用。

32）Hastings to Sulivan, 21 March 1776, Gleig II, 1841, p. 30.

Sen, p. 68から再引用。

33）20 Jan. 1776, Gleig, II, p. 16. Sen, p. 70から再引用。

34）Hastings and Barwell to Court of Director, 30 April 1776, in

Reports of the Committees of the House of Commons, IV,

Appendix 13, p. 908. Sen, p. 70から再引用。

35）もっともこの点を批判したのは、バークだけではない。現

地でヘースティングズと敵対していたフランシスと彼の仲間

は、この計画を専制主義的な野心の表れだと当時から批判し

ていた。センが言うように「この反対は党派的便宜による理
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由だけではなく、このモデルが権力の分立という尊重されて

いた理念（モンテスキューによって表現され、イングランド

ではブラックストンによって知れ渡っていた）を傷つけるか

らでもあった。もちろんイングランドの法制度においても、

裁判官が法の制定、執行、管理という三つの機能すべてに関

わることは、伝統的ではなかった」（Sen, p. 71）からであ

る。

36）本国の東インド会社取締役ローレンス・サリヴァンが東イ

ンドから届いた最高法院の手続きについて不満を述べた請願

に特別な関心を持った（First Report, W&S, V, p. 146）。

37）例えば、東インド会社がインピーをSadr Diwani Adalat裁

判官に任命した際、制定法が定める公開要件を満たしていな

い点で、この任命の有効性に疑問を投げかけている。「最高

法院において正式に登録され、公開されるまでは効力を発し

ない。第二に、そのような規定や規制は、公に公開され、そ

の写しは裁判所の目につきやすいところに添付される。……」

（First Report, W&S, V, p. 169）

38）Sadr Diwani Adalat裁判官の権限、インピーが任命された

背景、裁判所設立の便宜、任命を正当化する議会法とその他

の権限、予想される結果、本国への影響の６点である。
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